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(57) Abstract: Provided i s a capacitor and a metnod of manuiacturmg
thereof, wherein the capacitance value thereof can b e improved without
sacrificing the breakdown voltage thereof, or wherein the breakdown volt
age thereof can b e improved without sacrificing the capacitance value
thereof. The capacitor (10) comprises a porous dielectric layer (14) ob
tained by anodic oxidation o f metal; cylindrical electrodes (16) filled into
the holes; a first external electrode (18) that i s formed on one o f the main
faces of the dielectric layer (14), and that i s made t o b e conductive to a
portion of the cylindrical electrodes (16); and second external electrodes
(20A, 20B) that are formed on the other o f the main faces o f the dielectric
layer (14), and that are made to b e conductive to cylindrical electrodes
(16) that were not made to b e conductive to the first external electrode
(18). The second external electrodes (20A, 20B) are arranged so as t o b e
electrically segregated from each other.

(57) 要約：【課題】絶縁破壊電圧 を犠牲 にす る ことな く容量
値 を向上 させ る ことが 可能 な コ ンデ ンサ 及 び その 製造 方
法 、又 は、容量値 を犠牲 にす る ことな く絶縁破壊電圧 を向
上 させ る ことが可能 な コンデ ンサ及びその製造方法 を提供
す る。 【解決手段】 コンデ ンサ 1 0 は、金属の陽極酸化に
よ り得 られ る多孔質の誘電体層 1 4 と、その孔 に充填 され
た柱状電極 1 6 と、誘電体層 1 4 の主面の一方 に形成 され
柱状電極 1 6 の一部 と導通す る第 1 の外部電極 1 8 と、誘
電体層 1 4 の他方の主面に形成 され 、第 1 の外部電極 1 8
と非導 通 の柱 状 電極 1 6 と導通 す る第 2 の外 部 電極 2 0
A 、 2 O B とを含む。前記第 2 の外部電極 2 0 A 、 2 O B
は、互 いに電気的に隔離す るよ うに配置 され る。
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明 細 書

発 明の名称 ：コンデ ンサ及びその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発 明は、 コンデ ンサ及びその製造方法 に関 し、具体 的には、容量及び破

壊電圧耐性が改善 された コンデ ンサ及びその製造方法 に関す る。

背景技術

[0002] コンデ ンサの高定格化、高容量化 を図る技術 と して、例 えば、特開平 7 _

2 6 3 2 7 0 号公報 （特許文献 1 ) に記載の積層セ ラ ミックコンデ ンザが知

られ ている。 この積層セ ラ ミックコンデ ンサの断面 を図 4 に示す。図示の通

り、セ ラ ミック積層体 9 0 0 は、外部電極 9 2 0 に接続 された引出電極 9 1

0 と、引出電極 9 1 0 と同 じレイヤ一 に形成 され 、外部電極 9 2 0 に接続 さ

れた引出電極 9 2 と、を備 える。他の レイヤ一 にも、引出電極 9 0 、 9

2 と同様の引出電極が形成 され ている。

[0003] 引出電極 9 0 9 2 が形成 された レイヤー と、その下方 に位置す る レ

ィャ一 との間には、浮 き電極 9 3 0 が形成 され ている。 この浮 き電極 9 3 0

と引出電極 9 0 とによ り単位 コンデ ンサュニ ッ ト9 4 0 が形成 され てお り

、浮 き電極 9 3 0 と引出電極 9 2 によ り単位 コンデ ンサュニ ッ ト9 4 2 力《

形成 され ている。 この よ うに、外部電極 9 2 0 と外部電極 9 2 2 との間には

、単位 コンデ ンサュニ ッ ト9 4 0 と単位 コンデ ンサュニ ッ ト9 4 2 とが直列

に接続 され ている。他の レイヤー間にも、浮 き電極 9 3 0 と同様の浮 き電極

が形成 され ている。 この よ うに、セ ラ ミック積層体 9 0 0 においては、複数

の引出電極 と複数の浮 き電極 とによって形成 された積層 コンデ ンサ 同士が、

外部電極間に直列 に接続 され ている。セ ラ ミック積層体 9 0 0 は、表面 リー

クの発生 を抑制 しつつ、耐圧性の向上できるとされ る。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開平 7 _ 2 6 3 2 7 0 号公報



発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] しか しなが ら、特許文献 1 に記載のセラミック積層体 9 0 0 においては、

電極の積層方向 （図 4 の上下方向）に見たとき、積層された電極の数が異な

る部分がある。例えば、素子の中央では、 5 層の浮き電極 9 3 0 のみが存在

し、引出電極が存在 しない。外部電極 9 2 0 、 9 2 2 の近傍では、 4 層の引

出電極のみが存在する。これ ら以外の領域では、 4 層の引出電極 と5 層の浮

き電極 9 3 0 がいずれも存在する。このため、セラミック積層体 9 0 0 の厚

さは部位によって異な り、これにより、セラミック積層体 9 0 0 に発生する

応力の分布が不均一となる。応力が不均一になると、クラック発生などの恐

れがある。

[0006] A I 電解 コンデンサや積層セラミックコンデンサが普及 している。A I 電

解 コンデンサでは、電解液を使 うために液漏れの問題がある。積層セラミツ

クコンデンサの製造工程では焼成が必要で、焼成プロセスにおいて電極 誘

電体間の熱収縮が発生するという問題がある。近年、これ らの問題に対処す

る技術として、ポ一ラスA I 2 0 3を応用 したコンデンサが提案されている （

例えば特開 2 0 0 9 _ 8 8 0 3 4 号公報参照）。本発明者 らは、このような

ポーラスタイプのコンデンサを利用することによって、上述 した積層タイプ

のコンデンサにおけるクラック発生などの不具合を改善できる可能性がある

ことを見いだ した。

[0007] 本発明の一実施形態によって、絶縁破壊電圧を犠牲にすることな く容量値

を向上させることが可能なコンデンサ及びその製造方法、並びに、容量値を

犠牲にすることな く絶縁破壊電圧を向上させることが可能なコンデンサ及び

その製造方法が提供される。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明の一実施形態に係るコンデンサは、互いに略平行に形成された第 1

の主面及び第 2 の主面を有するとともに、前記第 1 及び第 2 の主面に略直交

するように形成された複数の孔を有する誘電体層と、前記複数の孔に導電体



を充填 して形成 され た複 数の柱状電極 と、前記誘電体層の前記第 1 の主面 に

、前記複 数の柱状電極 の一部の柱状電極 と導通す るよ うに形成 され た第 1 の

外部電極 と、前記誘電体層の前記第 2 の主面 に、前記複 数の柱状電極 の うち

、前記第 1 の外部電極 と導通 して いな いもの と導通す るよ うに形成 され た第

2 の外部電極 と、 を備 え、前記第 1 又 は第 2 の外部電極 の少 な くとも一方が

、互 いに電気的に隔離 され た複 数の導電体 ュニ ッ 卜か らな る。

[0009] 本発 明の一実施 形態 に係 るコンデ ンザの製造方法 は、互 いに略平行 に形成

され た第 1 の主面及 び第 2 の主面 を有す る弁金属 の基材 を準備す る工程 と、

前記基材 を陽極酸化 し、前記第 1 及 び第 2 の主面 に略直交す る複 数の孔が形

成 され た誘電体層 を形成す る工程 と、前記誘電体層の前記複 数の孔 に導電体

を充填 して複 数の柱状電極 を形成す る工程 と、前記第 1 の主面 に、前記複 数

の柱状電極 の一部の柱状電極 と導通す る第 1 の外部電極 を形成す る工程 と、

前記第 2 の主面 に、前記複 数の柱状電極 の うち、前記第 1 の外部電極 と非導

通の柱状電極 と導通す る第 2 の外部電極 を形成す る工程 と、 を含み 、前記第

又 は第 2 の外部電極 の少 な くとも一方 を、互 いに電気的に隔離 され るよ う

に形成す る。

[001 0 ] 本発 明の 目的、特徴 、利点 は、以下の詳細 な説 明及 び添付 図面か ら明瞭 に

な ろ う。

発 明の効果

[001 本発 明の一実施 形態 によ って、必要 な絶縁破壊電圧 を維持 しつつ容量値 を

向上 させ る ことが可能 な コンデ ンサ及 びその製造方法 、並びに、必要 な容量

値 を維持 しつつ絶縁破壊電圧 を向上 させ る ことが可能 な コンデ ンサ及 びその

製造方法が提供 され る。

図面の簡単 な説 明

[001 2] [ 図 1] 図 1 は、本発 明の一実施 形態 に係 るコンデ ンサ を示 し、図 1 (A) は本発

明の一実施 形態 に係 るコンデ ンサの積層構造 を示す断面図、図 1 (B) は図 1 (A

) の 一部 を拡大 して示す斜視 図、図 1 (G) は図 1 (B) を # A _ # A 線 に沿 って切

断 した断面 を矢 印方 向か ら見た模 式図で ある。



[ 図 2] 図 2 は、本発 明の他 の実施 形態 に係 る コンデ ンサ を示す 。図 2 (A) は コ

ンデ ンザ の積 層構 造 を示す 断面 図、図 2 (B) は図 2 (A) の 一部 を拡 大 して示す

斜視 図、図 2 (G) は図 2 (B) を # B _ # B 線 に沿 って切 断 した断面 を矢 印方 向

か ら見 た模 式 図で ある。

[図3] 図 3 は、比較例 の コンデ ンサ を示す 図で ある。図 3 (A) は比較例 の コン

デ ンサ の積 層構 造 を示す 断面 図、図 3 (B) は図 3 (A) の 一部 を拡 大 して示す斜

視 図、図 3 (G) は図 3 (B) を # C _ # C 線 に沿 って切 断 した断面 を矢 印方 向か

ら見 た模 式 図で ある。

[図 4 ] 背景 技術 の一例 を示す 断面 図で ある。

[図 5 ] 本発 明の一実施 形態 に係 る コンデ ンサ の製造 工程 の一例 を示す 図で ある

[図 6 ] 本発 明の一実施 形態 に係 る コンデ ンサ の製造 工程 の一例 を示す 図で ある

発明を実施するための形態

[001 3] 本 出願 は 2 0 1 0 年 6 月 3 0 日に出願 され た 「コンデ ンサ及 びその製造方

法 」 と題す る 日本 国特許 出願 第 2 0 0 - 1 5 0 0 8 号 の優 先権 を主張す

る。特許 出願 第 2 0 0 - 1 5 0 0 8 号 の 内容 は、参 照 に よ り全体 と して

本 明細 書 に組み 込 まれ る。以下 、本発 明 を実施 す るための形態 を説 明す る。

[001 4 ] 図 1 を参 照 し、本発 明の一実施 形態 に係 る コンデ ンサ の構 造 を説 明す る。

図 1 (A) は本発 明の一実施 形態 に係 る コンデ ンサ の積 層構 造 を示す 断面 図、図

(B) は図 1 (A) の 一部分 を拡 大 して示す斜視 図、図 1 (G) は図 1 (B) を # A _

# A 線 に沿 って切 断 した断面 を矢 印方 向か ら見 た断面 を示す模 式 図で ある。

本発 明の一実施 形態 に係 る コンデ ンサ 1 0 は、図 1 (A) に示す よ うに コンデ ン

サ素子 1 2 を含 む 。 コンデ ンサ素子 1 2 は、金属 の陽極 酸化 に よ って 多数 の

孔が略平行 に形成 され た略直方体 状 又 は略 シー ト状 の 多孔体 か ら成 る誘 電体

層 1 4 を含 む 。誘 電体 層 1 4 は、図 1 (G) に示す よ うに、弁金属 等 の基材 を陽

極 酸化す る ことに よ って形成 され る多数 のセル を有す る。各 セル は、有底 の

筒状 の形状 を有 し、基材 厚み 方 向に延伸 す る孔 と、 この孔 を囲む基材 の酸化



物か ら成 る側壁 と、同様 に基材の酸化物か ら成 る底部 （バ リア層 とも呼ばれ

る） とを有す る。 この陽極酸化処理によ り、基材表面が酸の作用によ り選択

的に溶解 され、 この孔が印加電圧の作用によ り基材の厚み方向に向か って成

長す るとともに、基材表面及び形成 された孔の表面及び底部に印加電圧に応

じた酸化皮膜が形成 され る。 このように して、弁金属酸化物か ら成 り、有底

筒状の形状 を有す る複数のセルが基材 に形成 され る。各セルは、平面視略六

角形の形状 を有す るが、図 1 (G) においては、セルの大 きさや配置 を単純に図

示す るために、各セルの平面視形状 をほぼ円形に示 した。誘電体層 1 4 に形

成 された多数の孔には、導電体がそれぞれ充填 され、 この導電体 によって多

数の柱状電極 1 6 が形成 され る。柱状電極 1 6 は、上述 した特開 2 0 0 9 —

8 8 0 3 4 号公報 に示す ように、ランダムに正極 と負極 に振 り分 けられてい

る。特開 2 0 0 9 _ 8 8 0 3 4 号公報 に記載の内容は、参照によ り全体 と し

て本明細書に組み込まれ る。

柱状電極 1 6 は、誘電体層 1 4 の一方の主面 1 4 A と略直交す るように形

成 されている。 この主面 1 4 A には、第 1 の外部電極 1 8 が形成 され る。第

1 の外部電極 1 8 は、多数の柱状電極 1 6 の うちの一部の電極 と電気的に接

続 され る。一実施形態においては、第 1 の外部電極 1 8 と導通す る柱状電極

6 が負極の電極 と して機能す る。誘電体層 1 4 の他方の主面 1 4 B には、

第 2 の外部電極 2 0 A 、 2 O B が形成 され る。 この第 2 の外部電極 2 0 A 、

2 O B は、柱状電極 1 6 の うち第 1 の外部電極 1 8 と非導通の もの と電気的

に接続 され る。一実施形態においては、第 2 の外部電極 2 0 A 、 2 O B と導

通す る柱状電極 1 6 が正極の電極 と して機能す る。柱状電極 1 6 の一部 （例

えば、負極 と して機能す るもの） と前記第 2 の外部電極 2 0 A 、 2 O B とは

、絶縁キャップ 2 4 によって絶縁 され、残 りの柱状電極 1 6 (例 えば、正極

と して機能す るもの） と第 1 の外部電極 1 8 とは、絶縁キャップ 2 2 によつ

て絶縁 されている。第 2 の外部電極 2 0 A 、 2 O B は、誘電体層主面 1 4 B

上 において、互 いに電気的に隔離 され るように形成 されてお り、 これ によつ

て、コンデンサ 1 0 は、その容量発生部が等価回路的に 2 段 に直列接続 され



た構 造 とな る。第 2 の 外 部 電極 2 0 A 、 2 O B は 、外 部 端 子 2 6 、 2 8 に そ

れ ぞれ 接続 され て い る。 また 、前 記 第 1 の 外 部 電極 1 8 は保 護 層 3 0 に よ つ

て覆 われ 、第 2 の 外 部 電極 2 0 A 、 2 O B は 、外 部 端 子 2 6 、 2 8 が 設 け ら

れ て い る部 分 を除 いて保 護 層 3 2 に よ り覆 われ て い る。

[001 6] 誘 電体 層 1 4 の材 料 と して 、例 えば、弁金 属 （A l 、 T a 、 N b 、 T i 、

Z r 、 H f 、 Z n 、W 、 S b な ど） の酸 化 物 が用 い られ る。外 部 電極 1 8 、

2 0 A 、 2 0 B 、外 部 端 子 2 6 、 2 8 は 、例 えば、 C u 、 N i 、 C r 、 A g

、 A u 、 P d 、 F e 、 S n 、 P b 、 P t 、 I r 、 R h 、 R u 、 A I 等 の金 属

、半 田、及 び 又 は これ らの金 属 や半 田 を積 層 した もの か ら成 る。柱 状 電極

6 の材 料 と して 、例 えば、 C u 、 N i 、 C o 、 C r 、 A g 、 A u 、 P d 、

F e 、 S n 、 P b 、 P t 等 の メ ツキ可 能 な金 属 、及 び 又 は、 これ らの合金

が用 い られ る。絶 縁 キ ャ ップ 2 2 、 2 4 は 、例 えば、 A I 、 T a 、 N b 、 T

i 、 Ζ r 、 Η f 、 Ζ η 、W 、 S b 等 の 弁金 属 の酸 化 物 、 エアギ ャ ップ、ポ リ

イ ミ ド、 エポ キ シ、 ア ク リル 等 の 電着樹 脂 、電着 T i 0 2 、又 は電着 S i o 2

か ら成 る。保 護 層 3 0 、 3 2 は 、例 えば、 S i 0 2 、 S i N 、樹 脂 、又 は金 属

酸 化 物 か ら成 る。

[001 7] 第 1 の 外 部 電極 1 8 と第 2 の 外 部 電極 2 O A 、 2 0 B との 間 隔 （誘 電体 層

4 の 厚 さ） は、例 えば、数 1 0 0 n m 〜数 1 0 0 パm 、第 1 の 外 部 電極 1

8 及 び第 2 の 外 部 電極 2 0 A 、 2 O B の 厚 さは、例 えば、数 1 0 n m 〜数 パ

m で あ る。柱 状 電極 1 6 は 、 その径 が例 えば数 1 O n m 〜数 1 0 0 n m 、 そ

の長 さが例 えば数 1 0 0 n m 〜数 1 0 0 パm 、 隣接 す る柱 状 電極 1 6 の 間 隔

が例 えば数 1 0 。ロ 〜数 1 0 0 n m 程 度 とな る よ うに形成 され る。絶 縁 キ ヤ

ップ 2 2 、 2 4 は 、 その厚 さが例 えば数 1 0 n m 〜数 1 0 〃m とな る よ うに

形成 され 、保 護 層 3 0 、 3 2 は 、 その厚 さが例 えば数 1 O n r 〜 数 1 O m

とな る よ うに形成 され る。

[001 8 ] 次 に 、 図 5 及 び 図 6 を参 照 して 、本発 明の 一実施 形態 に係 る コ ンデ ンサ 1

0 の 製 造 方 法 の 一例 を説 明す る。 まず 、 図 5 (A) に 示 す よ うに、 A I 、 T a 、

N b 、 T i 、 Z r 、 H f 、 Z n 、W 、 S b 等 の 弁金 属 か らな る基材 5 0 を用



意 す る。 この金属 基材 5 0 に所定の電圧 を印加 して陽極 酸化処 理 を施 す こと

に よ り、図 5 (B) に示す よ うに、所望の深 さ （長 さ）の第 1 の孔 5 2 力、 金属

基材 5 0 の厚み 方 向に複 数 形成 され る。 この陽極 酸化処 理 に よ り、基材 5 0

の表 面が酸化 され 、その結 果 、孔 5 2 の側 壁及 び底 面 は略等厚 の弁金属 の酸

化物 か ら成 る。次 に、第 1 の孔 5 2 を形成 した ときよ りも大 きな 印加 電圧 を

用 いて、機材 5 0 に陽極 酸化処 理 を施 す ことに よ り、図 5 (G) に示す よ うに、

第 1 の孔 5 2 の一部 の底 面 に第 2 の孔 5 6 が形成 され 、基材 5 0 は、下面付

近 の一部 の領域 を除 いて酸化 され る。陽極 酸化 で発 生す る孔の ピッチ （孔 同

士の間隔） は電圧 に比例 す るため 、第 2 の孔 5 6 は、第 1 の孔 5 2 の全 てで

はな くその一部 にお いて形成 され る。第 1 段 階 目と第 2 段 階 目の陽極 酸化処

理 に よ り得 られ た弁金属 の酸化物 に よ って誘 電体 層 1 4 が構 成 され る。

[001 9] 図 5 (B) に示す第 1 段 階 目の陽極 酸化処 理 は、一実施 形態 にお いて、 印加 電

圧 が数 V 〜数 1 O O V 、処 理 時間が数分 〜数 日とい う条件 で行われ る。図 5 (

G) に示す第 2 段 階 目の陽極 酸化処 理 は、電圧値 が第 1 段 階 目の数倍 、処 理 時

間が数分 〜数 十分 とい う条件 で行われ る。例 えば、第 1 段 階 目の 印加 電圧 を

2 0 V とす る と、第 1 の孔 5 2 の ピッチ は約 5 0 n m とな り、第 2 段 階 目の

印加 電圧 を 4 0 V とす る と、第 2 の孔 5 6 の ピッチ は 1 0 0 n m とな る。第

2 段 階 目の電圧値 を第 1 段 階 目の約 2 倍 とす る ことに よ り、第 2 の孔 5 6 が

形成 され た第 1 の孔 5 2 と、形成 され て いな い第 1 の孔 5 2 の数 を概ね 同数

とす る ことが で きる。 また 、第 2 段 階 目の陽極 酸化 の処 理 時間 は、数分 〜数

十分 間程 度 で あるため 、第 2 段 階 目で形成 され る酸化物基材 5 4 の厚 さを薄

くす る ことが で きる。第 2 段 階 目で形成 され る酸化物基材 5 4 は、後述す る

後 工程 で除去 され るため 、極 力薄 い ことが望 ま しい。

[0020] 次 に、図 5 (D) に示す よ うに、金属 基材 5 0 の地金 部分 （陽極 酸化処 理 に よ

り酸化 され なか った部分 ） を除去 し、続 いて酸化物基材 5 4 (誘 電体 層 1 4

) の第 2 の孔 5 6 の下側 の部分 を切 除す る ことに よ り、図 5 (E) に示す よ うに

、誘 電体 層 1 4 の一方 の主面 1 4 A か ら第 2 の孔 5 6 を開 口 させ る。次 に、

図 5 (F) に示す よ うに、誘 電体 層 1 4 の他 方 の主面 1 4 B に、 P V D 法等 に よ



り、導電体 か らな るシー ド層 5 8 を形成す る。次 に、図 6 (A) に示す よ うに、

シー ド層 5 8 をシー ドと して第 2 の孔 5 6 と接続 され た第 1 の孔 5 2 の 内側

にメ ツキ導体 を埋め込み 、柱状電極 1 6 を形成す る。 この とき、前記第 2 の

孔 5 6 に接続 され て いな い第 1 の孔 5 2 は、その端部が閉 口 して いるため、

孔 内に メ ツキ導体 が埋め込 まれ な い。なお、 この メ ツキ導体 は、柱状電極 1

6 の端部 1 6 A 力、 前記第 2 の孔 5 6 に達 しな いよ うに埋め込 まれ る。 これ

によ り、柱状電極 1 6 の端部 1 6 A と第 2 の孔 5 6 の上端 との間 に隙間が形

成 され る。一実施 形態 においては、 この 隙間 （エアギ ャ ップ）力、 絶縁キ ヤ

ップ 2 2 と して利用 され る。他 の実施 形態 においては、図 6 (A) に示す工程後

、柱状電極 1 6 の端部 1 6 A と前記第 2 の孔 5 6 の上端 との間 に、陽極酸化

、酸化物電着 、樹脂 電着 な どの方法 によ り、空気以外の材料 か ら成 る絶縁キ

ヤ ップを形成す るよ うに して もよい。

[0021 ] 次 に、図 6 (B) に示す よ うに、 シー ド層 5 8 を除去 し、点線の位置 （第 2 の

孔 5 6 の上端付近）で誘電体層 1 4 を切除す る ことによ って、図 6 (G) に示す

よ うに、第 1 の孔 5 2 の うち柱状電極 1 6 が形成 され て いな いものの端部 を

開 口させ る。次 に、図 6 (D) に示す よ うに、誘電体層主面 1 4 八 に 卩ソ 0 法等

によ って第 1 の外部電極 1 8 を形成す る。そ して、図 6 (E) に示す よ うに、 こ

の第 1 の外部電極 1 8 をシー ドと して、第 1 の孔 5 2 の うち柱状電極 1 6 が

形成 され て いな いものの 内側 に メ ツキ導体 を埋め込み 、残 りの柱状電極 1 6

を形成す る。 この とき、 メ ツキ導体 の埋め込み は、柱状電極 の端部 1 6 B が

、誘電体 主面 1 4 B に達 しな いよ うに行われ 、 これ によ り、柱状電極 1 6 の

端部 1 6 B と第 1 の孔 5 2 の 開 口端部 との間 に隙間が形成 され る。 この 隙間

(エアギ ャ ップ） は、以下で詳述す る第 2 の外部電極 2 O A と柱状電極端部

6 B とを絶縁す るための絶縁キ ャ ップ 2 4 と して利用 され る。一実施 形態

においては、柱状電極 1 6 の端部 1 6 B と第 1 の孔 5 2 の 開 口端部 との間 に

、陽極酸化 、酸化物電極 、樹脂 電着 な どの方法 によ り、空気以外の材料 か ら

成 る絶縁キ ャ ップを形成す るよ うに して もよい。

[0022] 次 に、図 6 (F) に示す よ うに、誘電体層主面 1 4 B に、第 2 の外部電極 2 0



A を形成することによ り、多数の柱状電極 1 6 の うちの一部が第 1 の外部電

極 1 8 と導通 し、他の柱状電極 1 6 が第 2 の外部電極 2 O A と導通するコン

デンサ素子 1 2 が得 られる。図 5 及び図 6 においては省略されているが、第

2 の外部電極 2 0 A と同時に、第 2 の外部電極 2 0 A か ら電気的に隔離 され

た第 2 の外部電極 2 0 B が、誘電体主面 1 4 B 上に形成 される。次に、第 2

の外部電極 2 0 A 、 2 0 B のそれぞれに図 1 (A) に示す外部端子 2 6 、 2 8 を

形成 し、コンデンサ素子 1 2 の外部端子 2 6 、 2 8 以外の部分を保護層 3 0

、 3 2 で覆 うことによ り、容量発生部が 2 段直列に接続 されたコンデンサ 1

0 が得 られる。

[0023] 金属基材 5 0 としてA I を用いた場合には、A I が陽極酸化処理 されてポ

—ラス A I 2 0 3か ら成る多孔質の誘電体層 1 4 が得 られる。この多孔質の誘

電体層 1 4 は、断面視略六角形の多数のセル （図 1 (G) においては、図示の都

合上円形のセルが点線で示される。）を含む。このセルのサイズは、陽極酸

化電圧に比例することが知 られてお り、その直径は約 2 . 5 n m V となる

。つま り、陽極酸化処理に用いる電圧を 1 V にすると、セルの直径が約 2 .

5 n m となる。一実施形態において、図 1 (G) に示すように、コンデンサ構造

における容量発生部の誘電体厚 さT 1 (隣接する柱状電極 1 6 の表面間の距

離）は、セルサイズ D 1 のおよそ 2 3 となる。例 えば、 2 O V での陽極酸

化処理を行 うと、セルサイズ D 1 は約 5 0 n m 、誘電体厚 さT 1 は約 3 3 η

m になな0

[0024] 次に、図 3 (A) 〜 （G) を参照 して比較例 を説明する。図 3 (A) は比較例のコン

デンサ 1 0 0 の積層構造を示す断面図、図 3 (B) は図 3 (A) の一部を拡大 して

示す斜視図、図 3 (G) は図 3 (B) を# C _ # C 線に沿 って切断 し、矢印方向か

ら見た模式的な断面図である。コンデンサ 1 0 0 は、第 2 の外部電極 2 0 が

単一の導電体か ら構成 されてお り、外部電極 2 8 が第 1 の外部電極 1 8 と接

続 されている点以外は、コンデンサ 1 0 と同様の構造を有 し、コンデンサ 1

0 と同様の工程によ り形成 される。コンデンサ 1 0 0 の製造工程において、

例 えば、第 1 段階 目の陽極酸化電圧は、 4 O V に設定される。これによ り、



セルサイズ D 3 は 1 0 0 n m 、誘電体厚 さ T 3 は約 6 6 n m となる。第 2 段

階 目の陽極酸化処理は、第 1 段階 目の陽極酸化処理で用 い られた電圧 よ りも

大 きい電圧 を用 いて行われ る。第 1 の外部電極 1 8 は、誘電体層 1 4 を貫通

す る接続導体 1 0 6 によって誘電体層主面 1 4 B 上 に形成 された接続 ラン ド

0 4 に接続 されてお り、接続 ラン ド1 0 4 に設 けられた外部端子 2 8 によ

つて、第 2 の外部電極 2 0 と同一表面か ら引き出 され る。

次に、本発明の一実施形態に係 るコンデンサの容量及び絶縁破壊電圧につ

いて説明す る。上述 したように、本発明の一実施形態に係 るコンデンサにお

いては、第 1 段階 目の陽極酸化処理に用 い られ る陽極酸化電圧に応 じて、当

該 コンデンサ を構成す る単位 コンデンサ （柱状電極 一誘電体層 一柱状電極で

構成 され る）の誘電体層の厚 さが変わ るため、コンデンサの容量及び絶縁破

壊電圧は、第 1 段階 目の陽極酸化処理に用 い られ る陽極酸化電圧に依存す る

ことになる。例 えば、比較例の コンデンサ 1 0 0 の製造に用 いた陽極酸化電

圧の 1 2 倍の陽極酸化電圧 を用 いて第 1 段階 目の陽極酸化処理 を行 って製

造 した コンデンサの誘電体厚 さ （柱状電極 1 6 間に存在す る誘電体層 1 4 の

厚 さ）は、比較例の コンデンサ 1 0 0 の誘電体厚 さの 1 2 倍 となるため、

当該 コンデンサの容量は 2 倍 にな り、絶縁破壊電圧は 1 2 倍 になる。また

、陽極酸化電圧に応 じてセルサイズ （セルの平面視の大 きさの ことを示 し、

図 1 の D 1 がその一例 である。）が変わ るため、単位面積 当た りのセルの数

も陽極酸化電圧に応 じて変化す る。 この結果、素子の厚 さ （第 1 の外部電極

8 と第 2 の外部電極 2 0 との間の距離に相 当）が一定の場合でも、単位面

積 当た りの容量 を変えることができる。例 えば、陽極酸化電圧 を比較例の コ

ンデンサ 1 0 0 の製造に用 いた電圧の 1 2 倍 に して製造 された コンデンサ

は、比較例の コンデンサ 1 0 0 と比べてセルサイズが 1 2 倍 、単位面積 あ

た りのセルの数が 4 倍 とな り、その結果、単位面積 あた りの容量は比較例の

コンデンサ 1 0 0 と比べて 4 倍 となる。 このように、陽極酸化電圧によって

、コンデンサの誘電体厚 さ、及び、単位面積 当た りのセル数 を調整す ること

ができる。例 えば、比較例の コンデンサ 1 0 0 と比べて陽極酸化電圧 を 1



2 倍にすることで、素子の厚 さを一定に規定 した場合において、単位面積当

た りの容量が 8 倍、絶縁破壊電圧が 1 2 倍のコンデンザが得 られる。

[0026] 比較例のコンデンサ 1 0 0 の製造に用いられた陽極酸化電圧の 1 2 倍の

陽極酸化電圧を用いて製造 したコンデンサ （本明細書において、 「要素コン

デンサ」と称することがある。）を、 2 段、直列に接続することによ り、そ

の直列に接続 されたコンデンサの合成容量は比較例のコンデンサ 1 0 0 の 4

倍 （8 倍 ズ 1 2 ) とな り、その合計の体積は比較例のコンデンサ 1 0 0 の

2 倍 となる。直列接続による体積の増大を防 ぐには、接続 される要素コンデ

ンサの体積を比較例のコンデンサ 1 0 0 の 1 2 倍にすればよい。要素コン

デンサの容量は体積に比例するため、比較例のコンデンサ 1 0 0 の 1 2 の

体積を有する要素コンデンサを、 2 段、直列に接続 して得 られるコンデンサ

の容量は、比較例のコンデンサ 1 0 0 の 2 倍 となる （4 倍 X 1 2 ) 。 この

ように、比較例のコンデンサ 1 0 0 の製造に用いられる陽極酸化電圧の 1

2 倍の陽極酸化電圧を用いて製造 された要素コンデンサを、 2 段、直列に接

続することによ り、比較例のコンデンサ 1 0 0 と同体積で、 2 倍の容量を有

するコンデンサを得ることができる。また、直列接続 されたコンデンサの各

要素コンデンサに印加 される電圧は、全電圧の 1 2 となるため、要素コン

デンサを直列接続 したコンデンサは、比較例のコンデンサ 1 0 0 と同 じ絶縁

破壊耐性を有する。このように、比較例のコンデンサ 1 0 0 の製造に用いら

れる陽極酸化電圧の 1 2 倍の陽極酸化電圧を用いて製造 した要素コンデン

サを、 2 段、直列に接続することによ り、比較例のコンデンサ 1 0 0 と同体

積を維持 しつつ、比較例のコンデンサ 1 0 0 と同 じ絶縁破壊耐性、及び、 2

倍の容量を有するコンデンサを得ることができる。

[0027] 図 2 は、本発明の他の実施形態に係るコンデンサ 1 O A を示す。コンデン

サ 1 O A は、コンデンサ 1 0 と同 じ体積 （素子体積）を有する。図 2 (A) は、

本発明の他の実施形態に係るコンデンサ 1 O A の積層構造を示す断面図、図

2 (B) は図 2 (A) の一部を拡大 して示す斜視図、図 2 (G) は図 2 (B) を# B - #

B 線に沿 って切断 した断面を矢印方向か ら見た模式的な断面図である。コン



デンサ 1 O A は、素子の一方の主面 1 4 A に形成 され、互 いに電気的に隔離

された第 1 の外部電極 1 8 A 〜 1 8 D と、他方の主面 1 4 B に形成 され、互

いに電気的に隔離 された第 2 の外部電極 2 0 A 〜 2 0 E とを含んで構成 され

てお り、 8 段の直列構造 を有す る。つま り、第 1 の外部電極 1 8 A と第 2 の

外部電極 2 0 A の間の領域 に存在す る柱状電極 1 6 及び誘電体層 1 4 によつ

て第 1 の要素 コンデンサが構成 され、第 2 の外部電極 2 O A と第 1 の外部電

極 1 8 B との間の領域 に存在す る柱状電極 1 6 及び誘電体層 1 4 によって第

2 の要素 コンデンサが構成 され る。同様 に、第 1 の外部電極 1 8 A 〜 1 8 D

と第 2 の外部電極 2 0 A 〜 2 0 E との間にそれぞれ存在す る柱状電極 1 6 及

び誘電体層 1 4 によって、第 1 〜第 8 の要素 コンデンサが構成 され る。外部

端子 2 6 、 2 8 は、第 2 の外部電極 2 O A 、 2 0 E にそれぞれ接続 されてい

るので、第 1 〜第 8 の要素 コンデンサが、外部端子 2 6 と外部端子 2 8 との

間に直接に接続 され ることになる。コンデンサ 1 O A は、陽極酸化処理に用

いる電圧の値以外は、概ね コンデンサ 1 0 と同様の工程 によ り製造 され る。

コンデンサ 1 O A の製造工程 においては、例 えば、 1 O V の電圧 （コンデン

サ 1 0 0 の製造工程 における電圧の 1 4 に相 当）を用 いて第 1 段階 目の陽

極酸化処理が行われ る。 このように、コンデンサ 1 0 0 の製造工程で用 い ら

れ る陽極酸化電圧の 1 4 倍の電圧で陽極酸化処理 を行 い、直列の段数 を 8

段 とす ることによ り、素子の体積が もとの状態のまま、容量 を維持 しつつ （

6 4 倍 ズ 1 6 4 倍）、絶縁破壊電圧 を 2 倍 （1 4 倍 X 8 倍）にす ること

が可能 となる。

比較例の コンデンサ 1 0 0 を基準 と して、本発明の効果を検証 した。比較

例の コンデンサ 1 0 0 は、第 1 段階 目の陽極酸化処理に用 い られ る陽極酸化

電圧 を 4 0 V と し、サイズが 1 m m X 0 . 5 m m X O . 1 m m となるように

形成 した。 この コンデンサ 1 0 0 の容量値は 0 . 5 パ 「、絶縁破壊電圧は 1

O V であった。 これ に対 し、第 1 段階 目の陽極酸化電圧 を 2 O V と して形成

された要素 コンデンサ を、 2 段、直列に接続 して構成 した本発明の一実施形

態に係 るコンデンサ 1 0 においては、容量値が 1 は F 、絶縁破壊電圧が 1 0



V とな った。 この よ うに、本発 明の一実施 形態 に係 るコンデ ンサ 1 0 は、比

較例 の コンデ ンサ 1 0 0 に対 し、同 じ体積 と同 じ絶縁破壊耐性 を維持 しつつ

、 2 倍 の容量 を有す る ことが確認 され た。

[0029] 第 1 段階 目の陽極酸化電圧 を 1 O V と して形成 され た要素 コンデ ンサ を、

8 段 、直列 に接続 して構成 した本発 明の他 の実施 形態 に係 るコンデ ンサ 1 0

A においては、容量値が 0 . 5 パ F 、絶縁破壊電圧が 2 0 V とな った。 この

よ うに、本発 明の他 の実施 形態 に係 るコンデ ンサ 1 0 A は、比較例 の コンデ

ンサ 1 0 0 に対 し、同 じ体積 と同 じ容量 を維持 しつつ、 2 倍 の絶縁破壊電圧

を有す る ことが確認 され た。

[0030] コンデ ンサ 1 0 、 1 O A の よ うに、偶数段数の直列接続 とす る ことで、同

—面上 に 2 極 の外部端子 2 6 、 2 8 を形成す る ことがで きる。また、図示 し

て いな いが、奇数段数の直列構造 とす る ことで、表裏面 にそれ ぞれ 1 極ず つ

の外部端子 2 6 、 2 8 を有す る素子構造 とす るの も容易で ある。 この よ うに

, 素子の表面又 は裏面 に外部端子 を設 ける ことがで きるので、その側 面 に外

部端子 を設 ける ことが必要 な積層セ ラ ミック コンデ ンザ と比較 して、実装面

積 を小 さ くす る ことがで きる。

[0031 ] この よ うに、本発 明の様 々な実施 形態 に係 るコンデ ンサ によれ ば、絶縁破

壊耐性 を犠牲 にす る ことな くコンデ ンザの容量値 を向上 させ る こと、又 は、

容量値 を犠牲 にす る ことな く絶縁破壊耐性 を向上 させ る ことが可能 とな る。

本発 明の様 々な実施 形態 に係 るコンデ ンサ においては、陽極酸化電圧及 び

又 は直列接続 の段数 を調整す る ことによ り、容量値及 び定格 電圧の調整 を容

易 に行 うことがで きる。例 えば、陽極酸化電圧及 び 又 は直列接続 の段数の

調整 を通 じて、本発 明の様 々な実施 形態 に係 るコンデ ンサ において、容量値

を大 き くして定格 電圧 を小 さ くす る こと、又 は、容量値 を小 さ くして定格 電

圧 を大 き くす る ことがで きる。本発 明の様 々な実施 形態 に係 るコンデ ンザ に

おいては、その実装形態 に応 じて、 2 つの外部端子 をいずれ も表面 に設 ける

ことがで きる し、表面 と裏面 に 1 つず つ設 ける こともで きる。本発 明の様 々

な実施 形態 に係 るコンデ ンサ においては、弁金属 の陽極酸化 によ り得 られ た



柱状電極構造により、従来の積層セラミックコンデンサのような面状電極構

造と比較して、クラックの発生を抑制することができ、製造も容易である。

[0032] 本発明は、上述した実施例に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸

脱 しない範囲内において種々変更を加えることができる。例えば、本明細書

で示した形状、寸法は一例であり、必要に応じて適宜変更可能である。本明

細書で示した材料も同様に例示であり、公知の各種の材料を使用できる。例

えば、誘電体層 1 4 を形成するための金属基材 5 0 として、A I 以外にも、

陽極酸化が可能な公知の各種の金属を用いることができる。本明細書で示し

た陽極酸化電圧や直列に接続される要素コンデンサの個数 （段数）は例示で

あり、容量 定格電圧の要求を満たすように、陽極酸化電圧や段数を調整す

ることが可能である。本明細書で示した電極引出構造も一例であり、適宜設

計変更可能である。本明細書で示した製造工程も一例であり、適宜変更する

ことができる。例えば、第 1 の外部電極 1 8 と、第 2 の外部電極 2 0 A 、2

0 B とはいずれを先に形成してもよい。

産業上の利用可能性

[0033] 本発明の様々な実施形態に係るコンデンサによって、絶縁破壊電圧を犠牲

にすることなく容量値を向上させることが可能なコンデンサ及びその製造方

法、又は、容量値を犠牲にすることなく絶縁破壊電圧を向上させることが可

能なコンデンサ及びその製造方法が提供される。

符号の説明

[0034] 1 0 、 1 0 A ：コンデンサ

1 2 、 1 2 A ：コンデンサ素子

：誘電体層

1 4 A 、 4 B ：主面

6 ：柱状電極

1 6 A 、 6 B ：端部

1 8 、 1 8 A 〜 1 8 D : 第 1 の外部電極

2 0 、2 0 A 〜2 0 E : 第 2 の外部電極



2 2 2 4 ：絶縁キャップ

2 6 8 ：外部端子

3 0 2 ：保 ¾

5 0 ：金属基材

5 2 ：第 1 の孔

5 4 ：酸化物基材

5 6 ：第 2 の孔

5 8 ：シ一 ド層

0 0 ：コンデンサ

0 2 ：コンデンサ素子

0 4 ：接続 ラン ド

0 6 ：接続導体

9 0 0 ：セラ ミック積層体

9 0 9 2 : 引出電極

9 2 0 9 2 2 : 外部電極

9 3 0 ：浮 き電極

9 4 0 9 4 2 : 単位 コンデンサュニ ッ ト



請求の範囲

[請求項 1] 互 いに略平行に形成 された第 1 の主面及び第 2 の主面を有す るとと

もに、前記第 1 及び第 2 の主面に略直交す るように形成 された複数の

孔を有す る誘電体層 と、

前記複数の孔に導電体 を充填 して形成 された複数の柱状電極 と、

前記誘電体層の前記第 1 の主面に、前記複数の柱状電極の一部の柱

状電極 と導通す るように形成 された第 1 の外部電極 と、

前記誘電体層の前記第 2 の主面に、前記複数の柱状電極の うち、前

記第 1 の外部電極 と導通 していないもの と導通す るように形成 された

第 2 の外部電極 と、を備 え、

前記第 1 又は第 2 の外部電極の少な くとも一方が、互 いに電気的に

隔離 された複数の導電体ュニ ッ 卜か らなるコンデンサ。

[請求項2] 互 いに略平行に形成 された第 1 の主面及び第 2 の主面を有す る弁金

属の基材 を準備す る工程 と、

前記基材 を陽極酸化 し、前記第 1 及び第 2 の主面に略直交す る複数

の孔が形成 された誘電体層 を形成す る工程 と、

前記誘電体層の前記複数の孔に導電体 を充填 して複数の柱状電極 を

形成す る工程 と、

前記第 1 の主面に、前記複数の柱状電極の一部の柱状電極 と導通す

る第 1 の外部電極 を形成す る工程 と、

前記第 2 の主面に、前記複数の柱状電極の うち、前記第 1 の外部電

極 と非導通の柱状電極 と導通す る第 2 の外部電極 を形成す る工程 と、

を含み、

前記第 1 又は第 2 の外部電極の少な くとも一方 を、互 いに電気的に

隔離 され るように形成す るコンデンサの製造方法。
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